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Ⅰ．総  則 

第１節 適用の範囲 

本要領は､道路土工における標準的な擁壁に適用する｡通常、擁壁を建設する場合、その地盤条件、施工条件、気象な

どの環境条件は、それぞれの施工現場で異なっている。したがって、本要領に記述のない事項は、ここで述べる基本的

な考え方を理解し、既存の施工事例などの経験を活かして適切に判断することによって、合理的な設計施工を行い、安

定性・防災性の確保を図る必要がある。 また、土質・地質調査，擁壁の設計・施工については、本要領の記述による

ほか、表１－１の基準・指針類による。 

表１－１ 

基  準・指  針  類 発刊年 発刊機関等 

道路構造令の解説と運用 Ｈ 16 日本道路協会 

道路土工要綱 Ｈ  2 日本道路協会 

道路土工－土質調査指針 Ｓ 61 日本道路協会 

道路土工－施工指針 Ｓ 61 日本道路協会 

道路土工－軟弱地盤対策工指針 Ｓ 61 日本道路協会 

道路土工－排水工指針 Ｓ 62 日本道路協会 

道路土工－のり面工・斜面安定工指針 Ｈ 11 日本道路協会 

道路土工－仮設構造物工指針 Ｈ 11 日本道路協会 

道路土工－擁壁工指針 Ｈ 11 日本道路協会 

土木構造物標準設計 第２巻 擁壁 Ｈ 12 全日本建設技術協会 

土木構造物標準設計 第２巻 擁壁 解説書及び手引き Ｈ 12 全日本建設技術協会 

土木構造物標準設計 第２巻 擁壁 数値表 Ｈ 12 全日本建設技術協会 

道路橋示方書･同解説  Ⅰ 共通編  Ⅳ 下部構造編 Ｈ 14 日本道路協会 

道路橋示方書･同解説  Ⅴ 耐震設計編   Ｈ 14 日本道路協会 

共同溝設計指針 Ｈ 61 日本道路協会 

防護柵の設置基準･同解説 Ｈ 10 日本道路協会 

車両用防護柵標準仕様･同解説 Ｈ 11 日本道路協会 

2002年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(設計編、施工編) Ｈ 14 土木学会 

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰ設計･施工基準･同解説 Ｈ  2 土質工学会 

道路照明施設設置基準･同解説 Ｓ 56 日本道路協会 

道路標識設置基準･同解説 Ｓ 62 日本道路協会 

杭基礎設計便覧 Ｈ 19 日本道路協会 

杭基礎施工便覧 Ｈ 19 日本道路協会 

中部地区ｺﾝｸﾘｰﾄ２次製品構造規格 Ｈ 12 
中部地区ｺﾝｸﾘｰﾄ 2次製品規格検討委員会 

(問合先:中部技術事務所 防災・技術課) 

補強土(ﾃｰﾙｱﾙﾒ)壁工法設計･施工ﾏﾆｭｱﾙ 第２回 改訂版 Ｈ 11 土木研究ｾﾝﾀｰ 

多数ｱﾝｶｰ式補強土壁工法設計･施工ﾏﾆｭｱﾙ 第３版 Ｈ 14 土木研究ｾﾝﾀｰ 

ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙを用いた補強土の設計･施工ﾏﾆｭｱﾙ Ｈ 12 土木研究ｾﾝﾀｰ 

土木構造物設計ﾏﾆｭｱﾙ(案) Ｈ 11 全日本建設技術協会 

土木構造物設計ﾏﾆｭｱﾙ(案)に係わる設計･施工の手引き(案) Ｈ 11 全日本建設技術協会 

大型ﾌﾞﾛｯｸ積み擁壁設計・施工ﾏﾆｭｱﾙ(改訂版) Ｈ 16 土木学会 四国支部 

 

第２節 擁壁の定義と分類 

１．定  義 

擁壁とは、盛土、掘削（切土）に際し、用地、地形などの制約により通常の土の斜面では安定を保ち得ない箇所

において土砂の崩壊を防ぐとともに土を支え、道路の交通機能を維持するために設ける構造物である。 

２．分  類 

２－１ 擁壁の分類 

擁壁は、主要部材の材料や形状及び力学的特性から、表１－２ のように分類する。 
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表１－２  擁壁の分類 （｢道路土工－擁壁工指針｣ １－２－２ による） 

擁  壁  の  分  類 擁壁の形状 図１―１

ﾌﾞﾛｯｸ積（石積）擁壁 （ａ） 
ブロック積擁壁 

大型ﾌﾞﾛｯｸ積擁壁  

重力式擁壁 （ｂ） 
重力式擁壁 

もたれ式擁壁 （ｃ） 

逆Ｔ型擁壁 （ｄ） 

Ｌ型擁壁 （ｅ） 片持ばり式擁壁 

逆Ｌ型擁壁 （ｆ） 

控え壁式擁壁 控え壁式擁壁 （ｇ） 

掘割り式Ｕ型擁壁 （ｈ） 
Ｕ型擁壁 

中詰め式Ｕ型擁壁  

井げた組擁壁 井げた組擁壁 （ｉ） 

半重力式擁壁  

支え壁式擁壁  

ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁 

その他のｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁 

箱形擁壁  

帯鋼補強土壁 

ｱﾝｶｰ補強土壁 補強土擁壁 補強土壁 

ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ補強土壁 

（ｊ） 

ｱﾝｶｰ付き山留め式擁壁  
山留め式擁壁 

自立山留め式擁壁  

深礎杭式擁壁 深礎杭式擁壁  

繊維補強土擁壁 連続繊維補強土擁壁  

発砲ｽﾁﾛｰﾙﾌﾞﾛｯｸ  
軽量材による土圧軽減工法 

気泡混合土  

擁 壁 

その他の 

特殊な擁壁 

その他 その他  

 

２－２ 擁壁の形状 

各擁壁の一般的な形状を，図 １－１ に示す． 

（図1-1は､｢道路土工－擁壁工指針｣ 及び｢土木構造物設計ﾏﾆｭｱﾙ(案) ｣による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１ 各擁壁の一般的な形状 
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図１－１ 各擁壁の一般的な形状 
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Ⅱ．設計のための基本的事項 

第１節 設計計画 

１． 設計計画の基本方針 

擁壁の設計計画に当たっては、道路の全体計画、道路設計と併せて検討し、設計・施工・維持管理に適し、十分

な安定性・防災性を有し、また良好な景観を保ち、かつ経済的に有利となるように計画を立てなければならない。

また、擁壁の設計に当たっては、標準設計及び土木構造物設計マニュアル（案）・同設計施工の手引き（案）を活用

し、設計実務の改善及び効率化を図るものとする。擁壁の設計計画の手順を 図２－１ に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

始 め 

擁壁設置の必要性

設置箇所の地形・地質・土質に関する調査

・既存資料の調査 

・現地踏査 

・土質・地質調査 

周辺構造物に対する調査 

・既存資料の調査 

・現地踏査 

設計条件の決定 

構造形式の選定

基礎形式の選定 

予備設計 

・標準設計を活用する｡ 

詳細設計及び施工 

・土木構造物設計ﾏﾆｭｱﾙ(案)･同設計施工の手引き(案)を活用する｡ 

 

詳細設計･施工に係る 

総 合 検 討 

安全性、経済性、施工性､周辺との調和 

及び構造物のﾗｲﾌｻｲｸﾙの省力化 

 

終わり 

no 

yes 

図２－１ 設計計画の手順 
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２．調査及び検討事項 

擁壁の構造形式の選定は、必要に応じ以下に示す項目を「道路土工－擁壁工指針」により各種調査及び検討を実

施してから行うものとする。 

１）地形、地質、土質に関する

調査、検討 

・表層の性状及び傾斜等 

・支持地盤の位置や傾斜、支持力及び背面の盛り土荷重による地盤の安定等 

・盛り土，裏込め土の性質（土の分類、単位体積重量，せん断抵抗角等） 

・地盤の変形特性（圧密沈下、地震時の液状化等） 

・地下水の有無、水位、湧水の位置と水量及び凍上の有無等 

２）周辺構造物に対する調査、検討 
・基礎の根入れ深さ 

・基礎の形式 

・荷重の相互影響 

・景観への配慮 

３）施工条件の調査、検討 

・既設構造物及び埋設物の調査と、これに

よる施工上の制約条件 

・施工中ののり面の安定 

・施工中の仮排水の方法 

・作業空間 

・資材の搬入、輸送、仮置き方法 

・騒音、振動等の規制状況 

・施工時期、工程、使用機械 

 

３．擁壁の構造形式の選定 

擁壁の構造形式の選定に当たっては、前項１． 設計計画の基本方針 及び ２．調査及び検討事項を十分に踏ま

え、適切な構造形式を選定しなければならない。 

３－１ 擁壁の構造形式選定フロー 

擁壁の構造形式の選定に当たっては、擁壁の基礎形式を考慮のうえ、原則として、図２－２ 擁壁の構造形

式選定フローによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２擁壁の構造形式選定フロー 

＊ フロー及び上表により数種に工法が選択される場合は、経済比較等を行い決定すること。 

注１）重要度が高いとは、万一崩壊すると隣接する施設等に重大な損害を与える場合や、迂回路がなく、地域間の

交流ができなくなる場合をいう。 

注２）用地制約有とは、次の参考図のように壁面に用地境界が近接しており、擁壁の形状が制約される場合をいう。 

START 

H≦５ｍ 

ﾌﾞﾛｯｸ積擁壁が適切か？ 

A 

５ｍ＜H≦８ｍ 

注1) 

重要度が高い

注2) 

用地制約あり 

E 

F 

D 

注2) 

用地制約あり C 

B 

no 

yes
no

8m<H 

no 

yes yes
no 

yes 

no 

yes 

no 

yes 
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表２－1 

記号 選 定 す る 擁 壁 の 形 式 

Ａ ・ブロック積擁壁【標準設計】（練積・裏込めコンクリート有り） 

Ｂ 
・重力式（前面勾配付） ・プレキャスト逆T型（注4） ・もたれ式擁壁（注3） ・U型擁壁 ・補強土擁壁

・逆T型擁壁（場所打ち） ・大型ブロック積擁壁（注3）（練積・裏込めコンクリート有り） 

Ｃ ・プレキャストL型（注4） ・重力式（前面直）  ・U型擁壁  ・補強土擁壁  ・L型擁壁（場所打ち）

Ｄ ・もたれ式擁壁（注3） ・大型ブロック積擁壁（注3）（練積・裏込めコンクリート有り） 

Ｅ ・控え壁式擁壁  ・逆T型擁壁（場所打ち） ・補強土擁壁 ・U型擁壁 

Ｆ ・L型擁壁（場所打ち） ・補強土擁壁 ・U型擁壁 

注３）もたれ式擁壁及び大型ブロック積擁壁は、地盤が強固な場合に採用すること。 

注４）プレキャストのL型及び逆T型の使用高さは、原則として５ｍ以下とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考図 擁壁が用地境界に接する場合 

 

４．各種擁壁の概要 

各種擁壁の概要・採用にあたっての留意点等を表２－２に示す。 

 

表２－２ 各種擁壁の概要（１／２） 

擁壁の 

分類 

擁壁の名称及び

裏込め土の種類
適用擁壁高さ 概要・特徴・必要条件等 

ﾌﾞﾛｯｸ積擁壁 

Ｕ1：良好な土

Ｕ2：普通の土

５ｍ以下を 

標準とする 

ﾌﾞﾛｯｸ積 

擁壁 大型ﾌﾞﾛｯｸ積擁壁

Ｕ1：良好な土

Ｕ2：普通の土

８ｍ以下を 

標準とする 

大型ﾌﾞﾛｯｸの形

状･接合条件等

を検討すること

とする 

①土の崩壊を防止するためで､主としてのり面保護を目的とする場合。

②背面の地山が安定しているか､または盛土にあってはよく締固めら

れており､土圧が小さいと判断される場合。 

③構造として比較的耐震性に劣る。 

④裏込めｺﾝｸﾘｰﾄ   道路擁壁用： あり     河川護岸用： なし 

ただし､鉄道、一般国道及び主要地方道に接する場合、家屋が密集

する地域に接する場合、橋台・ボックス等の巻込み部及び曲線部は

原則として使用しない｡ 

小型重力式擁壁 

Ｃ1：礫質土

Ｃ2：砂質土

２ｍ以下を 

標準とする 

自動車荷重の影響を受けない､歩道等に接する擁壁､のり尻に接する擁

壁及び用地境界壁等に使用する。 

重力式擁壁 

Ｃ1：礫質土

Ｃ2：砂質土

Ｃ3：粘性土

５ｍ以下を 

標準とする 

①自動車荷重の影響を受ける､車道、歩道､駐車場等に接する擁壁に使

用する。 

②車両用防護柵の設置が必要な擁壁に使用する。 

③杭基礎となる場合は原則として適用しない。 

重力式 

擁壁 

もたれ式擁壁 

Ｃ1：礫質土

Ｃ2：砂質土

５～１５ｍ 

以下を 

標準とする 

①もたれ式擁壁は､基礎地盤が堅固な（礫及び礫質土以上の地盤：許容

支持力度 300kＮ／m2以上の基礎地盤）場合に使用する。 
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表２－２ 各種擁壁の概要（２／２） 

擁壁の 

分  類 

擁壁の名称及び

裏込め土の種類
適用擁壁高さ 概要・特徴・必要条件等 

場所打逆Ｔ、 

Ｌ型擁壁 

Ｃ1：礫質土

Ｃ2：砂質土

Ｃ3：粘性土

３～１０ｍ 

以下を 

標準とする 

①擁壁が用地境界に接する必要がある場合、その他現地状況等により

逆Ｔ型擁壁が不適当と思われる場合は、Ｌ型擁壁を採用する。 

②杭基礎が必要な場合に適用する。 
片持ばり 

式擁壁 
ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ逆Ｔ､ 

Ｌ型擁壁 

製品の設計 

条件による

５ｍ以下を 

標準とする 
同 上

但し、工事費、工期、現場状況等について場所打ちＴ型・Ｌ

型擁壁と比較検討し、ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ製品の採用理由を明確にしてお

くことが必要である。 なお、本工法は、原則として擁壁背

面の形状が水平の場合に採用するものとする。 

控え壁 

式擁壁 

控え壁式擁壁 

設計条件による

１０ｍ以上を 

標準とする 

①躯体の形状が複雑であること、及び裏込め土に締め固めなどの施工

に充分な配慮が必要である。 

Ｕ型擁壁 
Ｕ型擁壁 

設計条件による
－ 

①側壁と底版が一体となったＵ字形状の擁壁で，Ｕ字形状の中に盛土･

舗装を施し､堀割道路及び擁壁天端を路面として使用する。 

②地下水位以下に適用する場合が多く､この場合水圧の影響を考慮し､

浮き上がりに対する安定を検討する必要がある。 

③側壁間にストラットを設ける場合がある。 

井げた組 

擁    壁 

井げた組擁壁 

製品の設計条件

による

１５ｍ以下を 

標準とする 

①ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ等の部材を井げた状に組んで積み上げ、その内部に栗

石（礫）等を詰め一体となって土圧を支持する形式の擁壁。 

②透水性に優れることから、山間部等で湧水や浸透水の多い箇所に適

用する。 

③もたれ式擁壁に準じた設計を行う。（部材及び中詰め材の重量により

水平荷重に抵抗する。） 

補強土 

擁壁 

補強土壁 

 

 

設計条件による

１５ｍ以下を 

標準とする 

①擁壁裏込め部に敷設された補強材と裏込め材との間の摩擦抵抗力や

アンカーの引き抜き抵抗力によって壁面の安定を保つ形式の擁壁

で、補強材に帯状の鋼材を用いる帯鋼補強土壁やｱﾝｶｰﾌﾟﾚｰﾄ付きの鋼

棒を用いるｱﾝｶｰ補強土壁、高分子材の補強を用いる ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ補強

土壁等がある。 

②補強土擁壁を採用する際には、以下の条件に留意し、経済性、施工

性、安全性、を十分に検討するものとする。 

(1) 補強土内に将来にわたり、占用物件等他の構造物を設置しない

こと。なお、補強土壁上に盛土部を設け占用物件等他の構造物

を設置する場合は､それらの正確な位置を定めるとともに補強

土壁の部材に影響を与えるときは､これらに対する対策を考慮

する必要がある。 

(2) 基礎地盤が盛土荷重に対して安全であること。 

(3) 周辺地下水位が低く地すべりに対して安全であること。 

(4) 補強土に適した盛土材が確保できること。 

(5) 塩害等の腐食環境条件にある地域での採用は､防食等の対策を

十分に検討すること｡ 
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５． 擁壁の基礎形式の選定 

擁壁の基礎形式を大別すると、直接基礎形式（直接基礎、置換基礎、地盤改良基礎の各形式）と杭基礎形式があ

る。 

擁壁の基礎形式としては、支持地盤や背後の盛土（地山）と一体となって挙動する直接基礎が望ましい。 

基礎形式の確定にあたっては、地表及び基礎地盤の条件、施工条件、設計条件、経済性等について十分理解して

決定するものとする。 

５－１ 直接基礎形式 

１）直接基礎：基礎地盤が良好な場合に採用する。 

表２－３ 

良好な基礎地盤とは、以下を目安とする。(「道路土工－擁壁工指針」1-4-1(2)より) 

砂質地盤 Ｎ値 ２０以上程度 

Ｎ値 １０～１５程度以上 
粘性土 

一軸圧縮強さ ｑｕ １００～２００ｋＮ／ｍ２（１０～２０ｔｆ／ｍ２） 

２）基礎地盤を良質材と置き換える方法（置換基礎） 

支持層までが比較的浅い場合（軟弱層が３m程度以内）で、もたれ式擁壁を除く他の形式に採用する。(「道

路土工－擁壁工指針」2-3-1(3)より) 

ただし、良質材による置き換えにより所定の支持力が期待できる施工条件（湧水及び地下水の多少、良

質材の転圧の可否等）であること。 

３）基礎地盤を混合処理により地盤改良する工法（地盤改良基礎） 

支持層までが比較的浅い場合（軟弱層が３m程度以内）で、もたれ式擁壁を除く他の形式に採用する。 

ただし、地盤改良により所定の支持力が期待できる施工条件（湧水及び地下水の多少、良質材の転圧の

可否等）であること。 

なお、基礎地盤を混合処理に当たっては、各種の浅層～中層混合処理工法を考慮し、適切な工法を選定

するものとする。 

５－２ 杭基礎 

１）支持層までの深さが、最小杭長さ（Ｌmin）以上であること。 

２）支持層までの深さが、最小杭長さ（Ｌmin）以下の場合は、（２）置換基礎、（３）地盤改良基礎も考えられ

るため、施工性、経済性等の総合的な検討を要する。 

最小杭長：Ｌmin 

Ｌmin＝Ａ／（β） 

ここに、Ａ：杭の設計法の適用範囲を示す目安値でＡ＝１．０ が杭基礎の適用最小値 

（β）：基礎(杭)の特性値  β＝（ＫＤ／４ＥＩ）＊＊1/4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３ 基礎形式選定フロー 

注３

注２

START 

支持地盤が良好 

粘性土N≧10～15程度 

砂質土N≧  ２０程度 

軟弱層が 

支持層まで 

３ｍ以内

β・Lmin＞１ 

no 

yes 

β・Lmin＞１ 

no

yes 

yes 

経済性の比較

no

yes 

杭基礎 
地盤改良基礎

置換基礎

直接基礎 

no 

注１ 

注３

注１ 「道路土工－擁壁工指針」1-4-1(2)より 

注２ 「道路土工－擁壁工指針」2-3-1(3)より 

注３ 「道示 Ⅳ」 ９．２解説より 
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６．耐震設計の基本方針 

１）耐震設計の基本方針 

一般には、高さ８ｍ以下の通常の擁壁では、地震時の安定検討を行わなくてもよい。ただし、以下の事項に

１項目でも該当する場合は地震時の安定検討を行うことを原則とする。 

≪地震時の安定検討を行う事項≫ 

（１）鉄道や本線道路および比較的交通量が多い側道（軌道敷、交通島を含み、側道、農道等の通行の量が少

ない道路は除く）に接して設けられる場合。 

（２）家屋に接するか、近い将来接する可能性がある場合。 

（３）有事の場合に近隣及び地域の状況から復旧面で困難が伴うと考えられる場合。 

（４）迂回路のない道路に設けられる場合。 

（５）軟弱地盤上に設置する場合。 

（６）「東海及び東南海地震対策強化地域」にあり擁壁高さが５．０ｍを超える場合。 

なお、（１）～（６）項及び高さが８ｍを超える擁壁の地震時の安定検討で考慮する設計地震動のレベルは、中規

模地震対応を基本とする。ただし、擁壁が倒壊した場合に鉄道、道路（軌道敷、交通島を含み、農道等の通行の量

が少ない道路は除く）、及び家屋に甚大な影響を及ぼす恐れがある等極めて重要な二次的被害の恐れのある場合につ

いては大規模地震対応とする。 

＊大規模地震動とは、供用期間中に発生する確率は低いが大きな強度をもつ激しい地震動を意味する。 

＊中規模地震動とは、供用期間中に発生する確率が高い地震動を意味する。 

 

表２－４ 地震時考慮の要否表 

擁壁高さ区分 
     以下    超える             以下      超える 

                5.0m                                          8.0m 

地震時考慮の要否 
地震時を 

 考慮しない 

一般の場合 

地震時を考慮しなくてよい。 

            

           上記１）～６）に該当 

        する場合は地震時を考慮する。 

地震時を 

 考慮する。 

地震時に考慮する土圧 ― 常時の土圧を準用する（載荷重は考慮しない） 地震時の土圧 

 

良地盤上の直接基礎 

図２－４ 直接基礎、置換基礎、地盤改良基礎 
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２）設計水平震度 

地震の影響を考慮する場合の設計水平震度は以下の式により算出するものとする。 

Ｋｈ＝Ｃz・Ｋh0 

ここに、Ｋｈ ：設計水平震度（小数点以下２けたに丸める） 

Ｋh0 ：設計水平震度の標準値（下表の値） 

Ｃz  ：地域別補正係数（中部地方整備局管内全域 １．０） 

（愛知、岐阜、三重、静岡、長野、福井、富山の各県の管内全域Ｃz＝１．０とする） 

表２－５ 

地 盤 種 別 Ⅰ  種 Ⅱ  種 Ⅲ  種 

中規模地震動対応 ０．１２ ０．１５ ０．１８ 

設計水平

震度の標

準値 

Ｋh0 
大規模地震動対応 ０．１６ ０．２０ ０．２４ 

耐震設計上の地盤種別 Ⅰ  種 Ⅱ  種 Ⅲ  種 

地盤の特性値TG (ｓ) ＴG ＜ 0.2 0.2 ≦ＴG ＜0.6  0.6 ≦ＴG 

ここに、地盤種別の概略の目安は、以下とする。 

Ⅰ種地盤：良好な洪積地盤及び岩盤。 

Ⅱ種地盤：Ⅰ種地盤及びⅢ種地盤のいずれにも属さない洪積地盤及び沖積地盤。 

Ⅲ種地盤：沖積地盤のうち軟弱地盤。 

ここでいう沖積層には、がけ崩れ等による新しい堆積層、表土、埋立土並びに軟弱層を含み、沖積層の

うち締まった砂層、砂礫層、玉石層については洪積層として取り扱うこととする。 

沖洪積地盤層厚＝HA と 洪積地盤層厚＝HD による地盤種別の区分 

Ⅰ種地盤：HAが２５ｍより少なく、 ２・HA＋HDが１０ｍ以下の場合 

Ⅱ種地盤：HAが２５ｍより少なく、 ２・HA＋HDが１０ｍを超える場合 

Ⅲ種地盤：HAが２５ｍ以上の場合 

３）擁壁高さが変化する場合の地震時考慮の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－５ 
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４）標準設計における地震時考慮の有無 

表２－６ 

擁壁の形式 収録高さ 地震を考慮していない 地震を考慮したｋｈ＝0.15

ブロック積（石積）擁壁 ５ｍ以下 ○ ― 

もたれ式擁壁 注） ８ｍ以下 ○ ― 

重力式擁壁 小型重力式擁壁 ２ｍ以下 ○ ― 

 重力式擁壁 ５ｍ以下 ○ ― 

逆T型擁壁 ８ｍ以下 ○ ○ 

L型擁壁 ６ｍ以下 ○ ○ 

注）：もたれ式擁壁の設計条件は他の擁壁に比べ非常に複雑な場合が多い。標準設計は盛土で背面が水平、且つ地震

の影響を考慮しなくてもよい条件にのみに適用できるものとしている。したがって、掘削（切土）条件や盛土

条件が前述と異なる場合、及び地震の影響を考慮する必要がある場合などには別途設計しなければならない。 
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７．擁壁の設計手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６ 
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第２節 土質・地盤調査 

 

１． 土質・地盤調査で実施する試験の種類及び調査範囲一般 

１）土の判別分類のための土質試験 

 

 

 

２）土の力学的性質を求めるための土質試験 

 

 

 

３）現場試験 

 

 

 

 

 

４）調査を実施する範囲（深さ） 

土質調査を実施する範囲（深さ）は図２－６を標準とする｡ 

 

 

Ｈ 

 

 

 

1.5H 

せん断定数を求める範囲(深さ) 

3.0H 

沈下に関する定数を求める範囲(深さ) 

 

図２－７ 土質調査を実施する範囲 

 

２．設計諸定数の設定 

１）土圧の計算に用いる定数 

（１）土のせん断定数 

①一軸圧縮試験によるせん断定数 Ｃ = ｑｕ／２  

Ｃ ：土の粘着力 (kN/m2) 

ｑｕ：一軸圧縮強さ(kN/m2) 

②三軸圧縮試験によるせん断定数 Ｓ ＝ Ｃ＋σtanφ 

Ｓ：せん断強さ(kN/m2) 

σ：せん断面に作用する全垂直応力(kN/m2) 

Ｃ：土の粘着力(kN/m2) 

φ：土のせん断抵抗角(度) 

③標準貫入試験によるN値から推定するせん断定数 

・粘性土の粘着力C  C =６×N～１０×N (kN/m2)  

・砂質土のせん断定抵抗角  φ ＝１５＋（１５×N）**(1/2) ≦ ４５° 

ただし、 N ≻ ５ 

Ｃ：土の粘着力(kN/m2)   

φ：土のせん断抵抗角(度) 

① 粒度試験 

② 液性限界・塑性限界試験等

・支持地盤及び材料としての土を試験によって分類して土

の性質の目安を得る。 

① 一軸圧縮試験 

② 三軸圧縮試験等 
・具体的な設計計算に用いる土の定数を求める。 

① 標準貫入試験（Ｎ値） 

② 平板載荷試験（K値） 

③ 現場密度試験 

・具体的な設計計算に用いる土の定数を求める。 
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④土質分類別に推定したせん断定数 

高さ８ｍ以下の擁壁で土質試験を行うことが困難な場合は、経験的に推定した表２－７の値を

用いてもよいこととする。 

表２－７ 裏込め土のせん断定数 

 

 

 

 

 

 

注）地下

水位以下にある土の単位体積重量は、それぞれ表中の値から９KN/m3（0.9tf/m3）を差し引いた値としてよ

い。なお、土質試験等により求めた場合は、この限りではない。 

 

２）土の単位体積重量 

土圧の計算に用いる土の単位体積重量γ（kN/m3）は、裏込め土（盛土）に使用する土質資料を用いて求

める。高さ８ｍ以下の擁壁で土質試験を行うことが困難な場合は、経験的に推定した表２－８の値を用い

てもよいこととする。 

表２－８ 土の単位体積重量 （kN/m3） 

密なもの 

地盤 土質 緩いもの 
密なもの 

標準設計における 

裏込め土の種類 

砂及び砂礫 １８ ２０ C1 U1 

砂質土 １７ １９ C2 U2 自然地盤 

粘性土 １４ １８ C3 ― 

砂及び砂礫 ２０ C1 U1 

砂質土 １９ C2 U2 盛土 

粘性土（ただしｗL<５０％） １８ C3 ― 

注： 地下水位以下にある土の単位体積重量は、それぞれ表中の値から９ｋN／ｍ３）を差し引いた値とする。

３）基礎の支持力計算に用いる定数 

（１）地盤の許容支持力 

地盤の許容支持力は、原位置試験等を行って決定することを原則とする。 

地盤の許容支持力は ①標準貫入試験によるN値、一軸圧縮試験、三軸圧縮試験等の結果を検討し

て決定したせん断抵抗角φ、粘着力Cを用いて「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」により求める

場合、②平板載荷試験により地盤の直接的な降伏荷重を求める場合、がある。ただし、支持力を決定

するときは、平板載荷試験の結果だけでなく、N 値、土質試験結果等総合的に判断して決めなければ

ならない。 

なお、高さ８ｍ以下の擁壁で現地の試験を行うことが困難な場合は、経験的に推定した表２－９の

値を用いてもよいこととする。 

表２－９ 支持地盤の種類と許容支持力度（常時値） 

備考 
支持地盤の種類 

許容支持力度 ｑa

(kN/m2) ｑu (kN/m2) N値 

亀裂の少ない均一な硬岩 1000 10000以上  － 

亀裂の多い硬岩 600 10000以上  － 岩盤 

軟岩・土丹 300 1000以上 － 

密なもの 600  － － 
礫層 

密でないもの 300  － － 

密なもの 300  － 30～50 
砂質地盤 

中位なもの 200 － 20～30 

非常に堅いもの 200  200～400  15～30 
粘性地盤 

堅いもの 100  100～200  10～15 

裏込め土の種類 単位体積重量：γKN/m3(tf/m3) せん断抵抗角：φ（度） 粘着力：（C）

礫  質  土 ２０（２．０） ３５° 
原則として

見込まない

砂  質  土 １９（１．９） ３０° 〃 

粘  性  土 

（ただしｗL<５０％） 
１８（１．８） ２５° 〃 
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（２）基礎底面と地盤との間の摩擦角φBと付着力CB 

①土質試験や地盤調査により支持地盤のせん断定数C、φが求められた場合 

イ．基礎底面の摩擦角φBは以下とする。 

・現場打ちコンクリート擁壁  ： φB＝φ 

・プレキャストコンクリート擁壁： φB＝２×φ／３   

ただし、プレキャストコンクリート擁壁の施工は、原則として均しコンクリート及び敷き

モルタルを設置する。この場合には φB＝φとしてよい。 

なお、支持地盤が土の場合及びプレキャストコンクリートでは、摩擦係数μの値は０．６

を超えないものとする。 

ロ．基礎底面と地盤との間の付着力CBは、施工時の地盤の乱れ等を考慮して決定する。 

また、土質試験等を行うことが困難な場合には、簡便に表２－１０の値を用いてもよいこ

ととする。土のせん断定数は、地震時でも常時と同じであると考えてよい。 

表２－１０ 基礎底面と地盤との間の摩擦係数と付着力 

せん断面の条件 
支持地盤の種

類 

摩擦係数 

μ＝tanφB 

付着力 

 CB 

岩または礫とコンクリート 
岩 盤 

礫 層 

０．７ 

０．６ 

考慮しない 

考慮しない 

土と基礎のコンクリートの間に

割り栗石または砕石を敷く場合

砂質土 

粘性土 

０．６ 

０．５ 

考慮しない 

考慮しない 

注：ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄでは、基礎底面が岩盤であっても、摩擦係数は0.6を超えないものとする。 

 

（３）支持地盤の安定の検討に用いる定数 

軟弱地盤を含んだ地盤のすべり及び擁壁を含めた地盤全体の長期の安定を検討する場合は、円弧す

べりの計算を行う。このときの地盤定数及び安全率は「道路土工－のり面・斜面安定工指針」による

ものとする。 

（４）擁壁の沈下の検討に用いる定数 

擁壁の沈下に対する検討が必要となるのは、ほとんどの場合地盤の軟弱層の圧蜜沈下である。なお、

具体的な検討を行う場合は、「道路土工-軟弱地盤対策工指針」によるものとする。 

（５）地盤の液状化の判定に用いる定数 

擁壁を支持する砂質地盤において地震時に液状化現象が生じた場合、地盤支持力が大幅に失われ、

結果として擁壁が被害を受けることがあるため、このような条件の地盤を判別する必要がある。なお、

具体的な検討を行う場合は、「道路土工-軟弱地盤対策工指針」によるものとする。 
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Ⅲ．技 術 指 針 

第１節 設計一般 

１．荷   重 

１－１ 荷重の種類 

表３－１ 

擁壁の設計に当たっては、一般に次の荷重を考慮するものとする。 

① 自   重 ③ 土   圧 ⑤ 水圧及び浮力 ⑦ 風 荷 重 

② 載 荷 重 ④ 地震の影響 ⑥ 雪 荷 重 ⑧ 衝 突 荷 重 

擁壁の設計に用いる荷重は、擁壁の設置地点の諸条件や構造形式などによって適宜選定するものとし、

必ずしも全部の荷重を採用する必要はない。 

１）自  重 

擁壁の自重は、躯体重量のほか、逆T型及びL型擁壁のかかと版上の載荷土を躯体の一部と見なし土の

重量を含めたものとする。また、逆T型擁壁のつま先版上の土砂は、通常の場合これを無視してよいが、

根入れ深さが特に大きい場合や逆L型擁壁等の場合にはその影響を考慮するものとする。 

土の単位体積重量は、土質試験結果をもとにして決定するのが望ましいが、高さが８ｍ以下の擁壁の土

の単位体積重量及びコンクリートの単位体積重量は、表２－８、表３－２に示す値を用いてもよいことと

する。 

 

表３－２  コンクリートの単位体積重量 （kN/m3） 

鉄筋コンクリート ２４．５（２．５０） 

無筋コンクリート ２３（２．３５） 

注： 
地下水位以下にある土の単位体積重量は、それぞれ表中の値から９ｋN／ｍ３（０．９ｔｆ／ｍ

３）を差し引いた値とする。 

 

２）載 荷 重：擁壁に用いる活荷重として載荷重を考慮する。 

（１）載荷重の値 

表３－３ 

種   類 活  荷  重  の  値（Q）  

自動車荷重 １０ｋＮ／ｍ２ 

群集荷重 ３．５ｋＮ／ｍ２ 

（２）載荷重の載荷方法 

 

図 ３－１ 自動車荷重を考慮する範囲 

仮想背面 

 ｑ 
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（３）土   圧 

・擁壁は土と接して築造される構造物であり、擁壁には壁面土圧が作用する。 

・壁面土圧には擁壁の変位に応じて主働土圧、受働土圧、静止土圧の状態がある。 

コンクリート擁壁、補強土壁、その他の擁壁に作用する土圧の算定に用いる定数の設定については、

擁壁高さHが８ｍを越える場合は、土質試験を行う等十分な検討によって求められた定数により算出

することを原則とする。擁壁高さHが８ｍ以下の場合は、「本編 ２－２設計諸定数の設定、 １）土

圧の計算に用いる定数」の項による。 

１）主 働 土 圧 

・擁壁が前方に移動し、それに伴って背面土が崩れかかるときの土圧を主働土圧という。 

①一般に擁壁の安定検討には主働土圧を用いることとする。 

②土圧公式は、原則としてｸｰﾛﾝ系の土圧算定手法である「試行くさび法」によるものとする。 

③盛土部擁壁に作用する土圧 

ａ）盛土部擁壁とは、擁壁裏込めの部分の地形に特殊な条件のないごく普通の平地部の擁壁

をいう。 

ｂ）山岳地帯の斜面や掘削部（切土部）に設けられる擁壁の場合でも、掘削部（切土部）の

勾配が緩い場合または、その位置が擁壁背面に接近していない等の理由で土圧に影響を

与えることが少ないとみなせる場合には盛土部擁壁として取り扱う。 

④長大のり面を有する擁壁に作用する土圧 

ａ）土のせん断抵抗角とのり面勾配の値が近い場合に擁壁に作用する土圧を試行くさび法に

よって算出すると過大な土圧が算定される場合がある。これは実際のすべり面は円弧で

あるのに対し、試行くさび法による土圧の計算に際してはすべり面を直線で近似してい

ることや粘着力を無視した場合に計算上のすべり土塊が大きくなってしまう等の理由に

よる。 

ｂ）図２－７に示すように、かさ上げ盛土高比（Ｈ１／Ｈ）が１を超える場合でも土圧は、

盛土高（Ｈ＋Ｈ１）が１５ｍまではかさ上げ盛土高比（Ｈ１／Ｈ）を１として計算して

よい。 

 

 

H1 

盛土高（Ｈ＋Ｈ１） 

Ｈ 

＊かさ上げ盛土高比＝（Ｈ１／Ｈ） 

 

図３－２ かさ上げ盛土高比 

⑤掘削部（切土部）擁壁に作用する土圧 

ａ）擁壁の背後に掘削面（切土面）等裏込め土とは異質の境界面が接近している場合の擁壁

を掘削部（切土部）擁壁という。擁壁に作用する土圧の大きさがこの境界の存在によっ

て影響を受け、通常の盛土部擁壁に作用する土圧とは異なってくることがある。 

ｂ）地山の安定については長期的な風化や雨水の影響を考慮して慎重に評価する必要がある。

掘削面（切土面）が安定していると判断される場合には、裏込め土のみによる土圧を考

慮すればよいが、この場合通常の盛土部擁壁における土圧に比較して、掘削面（切土面）

の位置や勾配、掘削面（切土面）の粗度、排水状態などによって大きくなることもある

ので注意を要する。また掘削面（切土面）の長期的な安定が確保できない場合は掘削面

（切土面）を含んだ全体について土圧を検討する必要がある。 

ｃ）地山からの湧水の多い箇所には、特別に水抜き工の設計とするほか、土圧についても間

隙水圧を考慮する等慎重な検討を実施することが望ましい。（設計・施工例：３０ｃｍ＊

３０ｃｍの水抜き孔を設けた場合がある。） 

ｄ）掘削部（切土部）擁壁に作用する土圧は、掘削面（切土面）が安定している場合には試行

くさび法を用いて算定する。 

２）受 動 土 圧 

擁壁が背面側に押し込まれるときに、土塊が上方に押し上げられるような状態で破壊するとき
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の土圧を受動土圧という。受動土圧は擁壁の滑動抵抗力となる場合が多いが、擁壁の設計では前

面埋め戻し土による受動土圧を無視するのが一般的である。やむを得ず擁壁前面土の抵抗力を考

慮する場合には、クーロンの土圧公式を用いることとする。詳細については「道路土工―擁壁工

指針 参考２－２」による。 

３）静 止 土 圧 

擁壁に全く変位が生じていない時に擁壁に作用する土圧を静止土圧という。 

①U型擁壁でｽﾄﾗｯﾄ付きのもの及びこれに類する擁壁の設計、及び道路から田畑への進入路に用い

る小さなU型擁壁には静止土圧を用いることとする。 

②このときの静止土圧係数 K０は、土質や締固めの方法によって０．４～０．７の値をとるが、

通常の砂質土や粘性土（ｗL<５０％）に対しては K０＝０．５としてもよいこととする。 

４）地震時土圧 

①コンクリート擁壁における地震時土圧の算定には、試行くさび法において土くさびに水平方向

の地震時慣性力を作用させる方法を用いる。また、補強土壁、その他の擁壁においても同様な

方法で地震時土圧を算定する。 

②高さが８ｍ以下の擁壁では、「本編 ２－２設計諸定数の設定、 １）土圧の計算に用いる定数」

項の付表に記載の土質定数を用いて算定した「常時の土圧」には、「地震時の土圧」の増分を包

含しているといわれている。したがって、地震時土圧には載荷重を考慮しない常時土圧を準用

する。（大規模地震対応の場合も同様とする。） 

１－２ 荷重の組合せ 

擁壁の設計において、一般的な荷重の組合せは次のとおりである。ただし、設置される環境、構造形式、形

状寸法などによっては、その他の荷重を下記の組合せに付加して設計しなければならない。 

①自重＋載荷重＋土圧 

②自重＋土圧 

③自重＋地震の影響 

通常の場合、上記の組合せのうち、常時に対しては①及び②、地震時に対しては③の組合せについて設計を

行うものとする。 
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２．安定性に関する検討 

擁壁の安定性に関する検討は、「道路土工―擁壁工指針」によるものとする。 

なお、擁壁の安定性に関する検討項目を以下に示す。 

１）滑動に対する安定 

滑動に対する安全率：常時１．５以上、地震時１．２以上 確保する。 

安全率の値が所定の安全率を満足できない場合は、原則として底版を変化させ安定させる。 

但し、地形・地質及びその他の条件などの制約によりやむを得ない場合は、 

（１）底版に突起を設け安定させる。 

（２）基礎の根入れを深くし前面の受動土圧を考慮し安定させる。 

ことなどを考慮することもある。 

２）転倒に対する安定 

擁壁の転倒に対する安定は、擁壁の転倒に関する合力Rの作用点の底版中央からの偏心距離ｅを、 

常 時：|ｅ|≦Ｂ／６ 

地震時：|ｅ|≦Ｂ／３ 

を満足しなければならない。 

３）支持地盤の支持力に対する安定 

支持地盤の支持力に対する安定は、次式を満足しなければならない。 

Ｑ ≦ Ｑａ  Ｑａ＝Ｑｕ／Ｆｓ 

擁壁の地盤反力度     ：Ｑ（ｑ１，ｑ２） ｋＮ／ｍ２（ｔｆ／ｍ２） 

支持地盤の許容支持力度  ：Ｑａ ｋＮ／ｍ２（ｔｆ／ｍ２） 

支持地盤の極限支持力度  ：Ｑｕ ｋＮ／ｍ２（ｔｆ／ｍ２） 

地盤の支持力に対する安全率：Ｆｓは、常時：３．０、地震時：２．０以上とする。 

４）背面盛土及び支持地盤を含む全体としての安定 

擁壁は外力を支持地盤に伝えて支持する構造物であり、その効果が発揮されるためには、支持地盤が安

定していることが必要である。特に下記のような場合は「道路土工―擁壁工指針」、「道路土工―軟弱地盤

対策工指針」、「道路土工―のり面工・斜面安定工指針」、「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」等により、

擁壁の背面盛土及び支持地盤を含む全体としての安定について検討を実施するものとする。 

（１）軟弱層を含む地盤上に設ける擁壁の場合。 

（２）斜面上に設ける擁壁の場合。 

第２節 基礎工 

１．基礎工の根入れ深さ 

平地、丘陵地に設置する擁壁の基礎の根入れ深さは、原則として埋め戻し計画地表面からとする。詳細は、「本要

領 第２節標準設計及び構造細目(共通項目)」によるものとする。 

２．直接基礎 

各擁壁の直接基礎の設計は、「道路土工―擁壁工指針」及び道路設計要領本編 Ⅱ 第１節 １－５ 同第２節 

２－２ による。 

なお、基礎地盤が良好でない場合（良好な基礎地盤とは、砂質土：Ｎ値が２０程度以上、粘性土：Ｎ値が１０～

１５程度以上の地盤を目安とする。）は、地盤改良基礎及び置換基礎（良質土又は再生クラッシャーラン（ＲＣ－４

０）等を検討する。 

２－１ 置換基礎 

１）基礎地盤を良質材等で置き換える場合は、道路設計要領本編 Ⅱ 第１節 １－５ および図３－３によ

ることを標準とする。 

この場合は、杭基礎及び直接基礎（擁壁基礎の根入れ深さ、擁壁の高さ）等総合的な比較検討を実施す

るものとする。 
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図３－３ 

ここに、置換部分の材料  ：再生クラッシャーラン（ＲＣ－４０）又は所定の支持力が得られる良質材料。 

掘削勾配 Ｎ  ：数量算出要領による。 

荷重分布角度 θ：３０°「道路土工―擁壁工指針 ２－３－１項」による。 

２）擁壁支持地盤の支持力の判定及び置換深さの設計手法 

（１）擁壁支持地盤の支持力調査 

床掘（掘削）下面において平板載荷試験により支持地盤の支持力・許容支持力を確認・算出する。

なお、平板載荷試験は地盤工学会基準JIS規格T25-80及びT25-81によることとする。 

（２）支持地盤の支持力に対する安定の確認 

擁壁に作用する作用力に対し、支持地盤の支持力に対する安定を下記の方法で確認する。 

 

 

 

 

 

 

  Ｍ 

 

Ｖ 

 

Ｂ 

 

 

図３－４ 

 

上記で求めたＰ（基礎底面に働く有効作用力）が、平板載荷試験により支持地盤の支持力・許容支

持力を確認・算出したＰａに対し安定であることが必要である。 

ここで、Ｐ＞Ｐａとなる場合は、図３－５のように置換（入れ替え）を考慮する。 

 

 

Ｈ：置換（入れ替え）深さ 

 

 

 

Ｈ                   所定の支持力が確保できない地盤（不良な地盤） 

 

所定の支持力が確保できる良好な支持地盤 

図３－５ 

置換（入れ替え）深さの設計は、次項（３）によるものとする。 

 

 

Ｅ＝Ｍ／Ｖ 

Ｅ：フーチング中心より荷重の偏心量 

Ｍ：基礎底面の中心に作用するモーメント

Ｖ：基礎底面に作用する鉛直力 

Ａ＝Ｂ－２Ｅ 

Ａ：基礎の有効載荷幅 

Ｂ：基礎の底面幅 

Ｐ＝Ｖ／Ａ 

Ｐ：基礎底面に働く有効作用力 

Ｐa：支持地盤の許容支磁力 

Ｐ＜Ｐa 
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（３）置換（入れ替え）深さの決定 

上記２）支持地盤の支持力に対する安定の確認において、支持地盤の支持力不足となった場合は、

次に示す方法により、ⅰ）又はⅱ）のいずれか置換(入れ替え)深さの小さいほうとする。なお、この

場合の基礎工の決定に対し杭基礎との経済比較を行うこととする。 

ⅰ）床掘り下面方向に良好な支持層がある場合 

 

 

Ｍ 

 

Ｖ 

 

Ｈ 

Ｈｏ 

不良な地盤        Ｖｏ＝Ｖ 

 

 

Ｂｏ 

 

 

 

図３－６ 

 

ⅱ）床掘り下面方向に良好な支持層が無い場合（一様な地層が続くものとする） 

ⅰ）の結果 「Ｐo ≺  Ｐａ であること」を満足する入れ替え深さを確保する。 

（Ｈｏを大きくし、Ｂｏを拡大し上記の関係を成立させる。） 

 

３）直接基礎の一部に支持地盤として不適当な地盤が存在する場合や、支持地盤が傾斜している場合などでは

その一部の不適当な部分をコンクリートで置き換えるものとする。その場合は。「道路土工―擁壁工指針Ｐ

１１２～Ｐ１１４」を参照すること。 

なお、コンクリートによる置き換え基礎は、不良地盤の基礎底面に占める割合が大きいと基礎地盤とし

ては不適であると考えられるため、コンクリートによる置き換え基礎を以下のように制限している例が多

い。 

・コンクリートによる置き換え基礎の全高は３ｍ以下とし、段差は１段までとする。 

・一方向の場合のコンクリートの置き換え面積と基礎面積の比：１／３ 

・二方向の場合のコンクリートの置き換え面積と基礎面積の比：１／４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－７ 

Ｖｏ＝Ｖ 

Ｍｏ＝Ｍ+Ｈ×Ｈｏ 

Ｅｏ＝Ｍｏ／Ｖｏ 

Ａｏ＝Ｂｏ－２Ｅｏ 

Ｐｏ＝Ｖｏ／Ａｏ 

ここに、Ｖｏ：入れ替え下面の鉛直力 

Ｖ ：基礎底面に作用する鉛直力 

Ｍｏ：入れ替え下面の中心に作用するモーメント

Ｍ ：基礎中心に作用するモーメント 

Ｈ ：基礎中心に作用する水平力 

Ｈｏ：入れ替え深さ 

Ｅｏ：入れ替え下面の中心より荷重の偏心量 

Ｐｏ：入れ替え下面に働く作用力 

Ｐo ≺  Ｐａ であること。 
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Ｎ 

Ｍ 

Ｈ 

Ⅰ                        Ⅰ 

 

Ｂｓ 

 

Ⅱ             Ⅱ 

 

Ｂ 

Ｂｉ 

 

Ⅰ―Ⅰ断面での地盤反力分布 

q2 

q1    q3 

 

 

 

 

 

 

Ｎ´    （１）支持力に関する検討 

置換え部の自重及び底版からの作用荷重に対する支持力の 

q1      q3 検討を行う。置換え部での作用力は次式のとおりである。 

 

Ｈｏ 

ＷＨ 

Ｖ´ 

WV     Ｈ´o 

 

 

 

q4              q5 

 

図３－８ 

 

（２）滑動に関する検討 

滑動に関する検討は、「道路土工―擁壁工指針」に準じて行うものとする。置換え部での作用力は、

前項１）のＶ´のほか次式のとおりである。 

Ｈｏ＝（Ｎ´／Ｎ）＊Ｈ  Ｈｏ´＝Ｈｏ+ＷＨ 

ここに、Ｈｏ：置換えコンクリート上面に作用する滑動力(kN) 

Ｈｏ´：置換えコンクリート底面に作用する滑動力(kN) 

Ｎ，Ｈ：擁壁底版における鉛直及び水平方向の作用力(kN) 

Ｎ´：前項１）による 

ＷＨ：置換えコンクリートの慣性力(kN) 

地盤で支持し置換部に

作用しないものとする

置換部への作用荷重 

Ｎ´＝（（q1＋q3)／２）×Ｂ1×Ｌ 

Ｖ´＝Ｗｖ+Ｎ´ 

Ｎ´：擁壁底版からの鉛直作用荷重(kN) 

Ｖ´：置換え部底面への鉛直作用荷重(kN) 

q1 ：つまさき版側の底版反力(kN/m2) 

q3 ：底版反力の置換えｺﾝｸﾘｰﾄ後端部での値(kN/m2)

B1：置換えｺﾝｸﾘｰﾄに接している底版幅(m) 

L：置換えｺﾝｸﾘｰﾄの奥行き(m) 

WV：置換えｺﾝｸﾘｰﾄの自重(kN) 
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３．擁壁設計のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－９ 

 

４． 杭  基  礎 

４－１杭基礎の設計方針 

１）擁壁の杭基礎の基本的な設計方法は、「道路土工 擁壁工指針」（日本道路協会Ｈ11.3）２－３－２ 基礎

杭 （１）、（２）によるものとし、「杭基礎設計便覧」（日本道路協会Ｈ19.1）を参考にするとよい。 

なお、地震の影響を考慮して設計する場合や、建築限界、周辺状況から変位を規制する必要のある場合

などは、変位について別途考慮するものとする。 

２）杭先端の支持層までの深さが、最小杭長さ以上であること。 

なお、支持層までの深さが、最小杭長さ以下の場合は、（２）置換基礎、（３）地盤改良基礎も考えられ

るため、施工性、経済性等の総合的な検討を要する。 

Ｌmin＝Ａ／β 

ここに、 最小杭長 ： Ｌmin 

Ａ  ：杭の設計法の適用範囲を示す目安値でＡ＝１．０が杭基礎の適用最小値 

（β） ：基礎(杭)の特性値  β＝（ＫＤ／４ＥＩ）＊＊1/4 
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４－２ 杭基礎形式の選定 

一般の擁壁の場合、支持杭を原則とするが、盛土の一部として擁壁の沈下を許容することが合理的な場合も

あるため、摩擦杭の選定も念頭に置いて杭形式を選定する。 

なお、杭基礎形式の選定についての詳細は、「道路土工 擁壁工指針」（日本道路協会Ｈ11.3）２－３－２ 基

礎杭 （２）によるものとする。 

 

４－３ 杭基礎の支持層の選定 

１） 杭の良質な支持層への根入れは、杭径程度以上とする。 

ここに、良質な支持層とは、砂層・砂礫層においては大略Ｎ値が３０以上、粘性土層では大略Ｎ値が２

０以上（一軸圧縮強さｑuが400kN/m2程度以上）をいう。 

２） 良質な支持層の層厚が薄く、その下方に軟弱な地層がある場合は、支持力及び圧密沈下について検討す

るものとする。 

 

４－４ 杭の配列 

１）杭の配列は、２列以上を標準とする。 

２）杭は原則として長期の持続荷重に対して引き抜き力が生じないようにはいりょするものとする。 

３）斜杭は、直杭と組み合わせて用いることを標準とする。 

 

４－５ 底版の設計 

杭基礎を用いた擁壁底版の設計についての詳細は、「道路土工 擁壁工指針」（日本道路協会Ｈ11.3）２－３

－２ 基礎杭 （３）によるものとする。 

 

４－６ 杭頭と底版の結合 

擁壁の杭頭と底版の結合についての詳細は、「道路土工 擁壁工指針」（日本道路協会Ｈ11.3）２－３－２ 

基礎杭 （４）によるものとする。 

なお、一般の擁壁の杭頭と底版の結合条件は、ヒンジ結合とする。 

ただし、地震時の設計を行う場合や、杭頭の変位を考慮する場合、軟弱地盤に擁壁を設置する場合などは、

剛結合とする。 

１）既製杭の杭頭のフーチング本体への埋め込みは下図による。 

２）ヒンジ結合の場合は、杭頭に作用するモーメントは０となるが、フーチング本体と杭を結合する必要があ

る。 

よって、杭１本に作用する水平力に見合う量の結合鉄筋を配置するものとする。 

杭１本当たりの結合鉄筋量（Ａｓ）は次式によるものとする。 

Ａｓ＝Ｈ／τa     ここに、Ａｓ：結合鉄筋量 

  Ｈ：杭１本に作用する水平力 

 τa：鉄筋の許容せん断応力度  ＳＤ３４５ 

常 時τa＝１００Ｎ／ｍｍ２ 

地震時τa＝(110＊1.5=165)１６５Ｎ／ｍｍ２ 

 

なお、杭に引き抜き力が作用する場合は、次式により結合鉄筋量を照査する必要がある。 

Ａｓ＝Ｐ´／σsa    ここに、Ａｓ：結合鉄筋量 

P´：杭１本に作用する引き抜き力 

σsa：鉄筋の許容引っ張り応力度  ＳＤ３４５ 

常 時σsa＝１8０Ｎ／ｍｍ２ 

地震時σsa＝(200＊1.5=300)３００Ｎ／ｍｍ２ 
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図３－１０ 

≪注記≫  鉄筋の許容せん断応力度  τa＝（１／(３**1/2)）・σsa 

常 時 σsa＝１8０Ｎ／ｍｍ２ 

地震時 σsa＝２００Ｎ／ｍｍ２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪補足≫ 

・杭頭の結合鉄筋の定着長は、橋梁のような大きな振動が生じにくいと考えられることから、これま

での規定と同じ３５ｄ（ｄ：杭頭結合鉄筋の径）を確保すればよい。 

・杭頭結合鉄筋の定着長を鉛直に確保することが合理的でない場合は、底版厚を増加させることなく

杭頭結合鉄筋に曲げ加工を施しても良いこととする。 

 

４－７ 杭の継手の設計 

１）杭の継手の設計に当たっては、擁壁の完成後に作用する荷重に対して安全であることと共に擁壁の基礎杭

施工時に対しても十分安全でなければならない。 

２）杭の継手の位置は、継手箇所数、施工性、経済性、安全性など総合的に検討して、作用する曲げモーメン

トがなるべく小さく、且つ断面的に余裕のある位置を選ぶものとする。 

３）ＰＨＣ杭で杭頭をカットオフする場合、カットオフした位置から５０φ´（φ´：ＰＣ鋼材の径）の範囲

は、プレストレスの損失を考慮して鉄筋コンクリート部材として扱うものとする。 

 

４－８ 杭基礎のプレキャストコンクリート擁壁への構造的対応 

プレキャストコンクリート擁壁は、工場製作の過程及び製品の性格上から杭基礎には適用しないことが望ま

しい。ただし、前後の関連性、連続性等からプレキャストコンクリート擁壁を適用する場合は、下図に示すよ

うにプレキャストコンクリート擁壁の下にコンクリートスラブを設置し、これに杭頭結合鉄筋を配置するなど、

杭頭結合が確実に行える構造としなければならない。このとき、コンクリートスラブは杭反力が作用する版と

して設計するとともに、プレキャストコンクリート擁壁とコンクリートスラブの間の滑動についても検討しな

ければならない。 

１．中埋めコンクリートは躯体コンクリートと同等品質のものを使用する 

２．帯鉄筋はＳＤ３４５ Ｄ１３＠１５０ｍｍとする。 

３．鉄筋かご径（ｄ）が２００ｍｍ未満の場合はストレートの鉄筋かごとする。（中間でしぼらない） 

４．場所打鉄筋コンクリート杭を杭頭ヒンジ構造の基礎杭に使用する場合、ヒンジ結合に必要な鉄筋量を、杭本体鉄筋の一部

を伸ばして確保するものとする。 

５．擁壁の杭頭結合において、フーチングが薄いために結合鉄筋の定着長を鉛直に確保することが困難な場合については、鉄

筋に曲げ加工を施すなど必要な定着長を確保すること。 

６．杭頭の結合鉄筋は、最小鉄筋量としてＳＤ３４５Ｄ１６を杭径に応じて４～６本程度配置すること。 



   

 

２－25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１１ プレキャストコンクリート擁壁に基礎杭を適用した場合の例 

 

 

第３節 擁壁各形式別設計要領 

１．一   般 

１－１ 連続する擁壁の高さの設計 

１）擁壁高さが、擁壁延長方向に変化する場合の擁壁設計高さは、擁壁高さの高いほうを基準として設計する。 

２）地形勾配と擁壁天端勾配が異なるときの擁壁高さの設定は下記による。 

①無筋コンクリート擁壁の場合：下記に示す、イ）、ロ）、ハ）によるものとする。 

②鉄筋コンクリート擁壁の場合：擁壁下端は、水平を原則とする。 

③プレキャストコンクリート擁壁の場合：「中部地区コンクリート２次製品構造規格」（Ｈ１２，１２ 中

部地区コンクリート２次製品規格検討委員会）に準拠する。 

イ）地形勾配と擁壁天端勾配がほぼ一定勾配である場合 

・擁壁天端勾配が１０％以下で、かつ、 

・地形勾配と擁壁天端勾配の差が５％以下の場合 

下図において、Ｈ１＝Ｈ２ とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）「イ）」の条件以外で、地形勾配が１０％以下である場合 

下図において、Ｈ１＝Ｈ２＝Ｈ３ とする。 
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ハ）地形勾配が１０％を超える場合 

・擁壁天端勾配と地形勾配が同方向の場合（左図）：擁壁下端を水平とする。 

ただし、擁壁天端勾配が１０％以下の場合はＨ１＝Ｈ２とすることができる。 

・擁壁天端勾配と地形勾配が逆方向の場合（右図）：擁壁下端を水平とする。 

・山岳地等においては、地形勾配、礫地盤、地山の切取範囲等を考慮し適宜擁壁高さを決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ブロック（石）積擁壁 

２－１ 設  計 

１）ブロック（石）積の前面勾配及び控長の設計 

ブロック（石）積の前面勾配及び控長は、直高により、次表を標準とする。 

表３－４ 直高と前面勾配及び控長 

直高（ｍ） ～１．５ １．５～３．０ ３．５～５．０ ５．０～７．０ 

盛土 １：０．３ １：０．４ １：０．５ １：０．６ 
前面勾配 

掘削（切土） １：０．３ １：０．３ １：０．４ １：０．５ 

練積（胴込めのみ） 35 35 35 ― 
控長(cm) 

練積（胴込め+裏込めｺﾝｸﾘｰﾄ） ３５+*５＝４０ ３５+*１０＝４５ ３５+*１５＝５０ ３５+*２０＝５５

注）１．表中*印は、裏込めコンクリート厚を示す。 

２．練積で裏込めコンクリートのみを用いる場合、裏込め土が比較的良いときは５ｍの高さまで用いてよいが、５

ｍを超えてはならない。 

３．ブロック（石）積擁壁の前面に水位を考慮する場合又は、裏込め土が普通以下と見なされる場合は、裏込めコ

ンクリートを設けるものとする。 

 

２）裏込め材の設計 

（１）ブロック積（石）擁壁背面の盛土部の裏込め材の設計は、ブロック（石）積擁壁の前面勾配を１：

Ｎとした場合に、裏込め材と背面の盛土が接する面（裏込め材の背面勾配）が１：（Ｎ－０．１）と

なるように設計する。また、裏込め材天端における厚みは、２０ｃｍとする。 

ブロック（石）積擁壁の直高と裏込め材の厚さ次表及び下図に示す。 

（２）掘削（切土）部の裏込め材は等厚とし、その厚さは３０ｃｍとする。 

（３）護岸用ブロック（石）積擁壁の場合は、その河川で採用している構造とする。 

表３－５ ブロック（石）積擁壁の直高と裏込め材の厚さ 

直高（ｍ） ～１．５ ３．０ ５．０ ７．０ 

天端厚さ ２０ ２０ ２０ ２０ 裏込め材の厚さ 

(cm) 下端厚さ ３０ ４５ ６０ ８０ 
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図３－１２ 

２－２ ブロック（石）材料規格 

１）コンクリートブロックの規格は、ＪＩＳＡ５３２３コンクリート積ブロック 製品とする。 

・ブロック重量：ＪＩＳ Ａ ５３２３ 表―１（ブロックＡ） 

・形状寸法  ：ＪＩＳ Ａ ５３２３ 表―２  によるものとする。 

２）雑割石の規格は、控長３５ｃｍ級とする。 

３． コンクリート擁壁 

３－１ 重力式擁壁 

重力式擁壁は、小型重力式擁壁と重力式擁壁の２種類とし、下記の箇所に設置する。 

１）小型重力式擁壁：直接に自動車荷重を受けない場合。 

群集荷重ありの場合：３．５ｋＮ／ｍ２（０．３５tf／ｍ２） 

群集荷重なしの場合：０ｋＮ／ｍ２（０tf／ｍ２） 

２）重力式擁壁  ：直接に自動車荷重を受ける場合。 

自動車荷重ありの場合：１０ｋＮ／ｍ２（１．０tf／ｍ２） 

自動車荷重なしの場合：０ｋＮ／ｍ２（０tf／ｍ２） 

具体的な設計・施工は、土木構造物標準設計・同解説書の小型重力式擁壁設計フロー及び重力式擁壁設

計フローにより設計・施工する。 

なお、自動車荷重を考慮する範囲は、本設計要領 Ⅲ 第１節 １．荷重 の項による。 

３－２ もたれ式擁壁 

もたれ式擁壁は、土木構造物標準設計・同解説書を標準とする。 

土木構造物標準設計・同解説書によりがたい場合で、かつ基礎地盤が岩盤で次図のような施工が可能な場合

は、次表に示す設計条件を満たすように別途設計することもできる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１３ 
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表３－６ もたれ式擁壁の設計条件 

 常 時 地震時 

高さＨ（ｍ） ４～８ ８～１６ 
形 状 

天端幅（ｍ） ０．４５ ０．５０ 

土圧理論 試行くさび法 

礫質土 ２０（２．０） 単位体積重量 

(kN／m3(tf／m3) 砂質土 １９（１．９） 

礫質土 ３５ 

土 圧 

 

（背面上） せん断抵抗角 

φ（度） 砂質土 ３０ 

許容支持力 Ｑa ( kN／m2(tf／m2)) ３００（３０） ４５０（４５） 
地盤条件 

滑動摩擦係数 ０．７ 

転倒 e ≦ Ｂ／６ e ≦Ｂ／３ 

支持 Q ≦ Qa Q ≦ Qa 安定条件 

滑動 １．５ １．２ 

 

３－３ 片持ばり式擁壁 

片持ばり式擁壁は、土木構造物標準設計・同解説書と同様に、逆Ｔ型とＬ型擁壁の２種類とする。 

３－４ Ｕ型擁壁 

農道等に用いる擁壁幅３．０ｍ・擁壁高さ２．０ｍで、載荷荷重も群集荷重３．５ｋＮ／ｍ２（０．３５ｔ

ｆ／ｍ２）又は２トン車を想定しているＵ型擁壁の設計は、「道路土工―擁壁工指針」（日本道路協会）による

ものとする。 

３－５ プレキャストコンクリート擁壁 

プレキャストコンクリート擁壁の設計・施工及び構造細目については、「中部地区コンクリート２次製品構造

規格」（中部地区コンクリート２次製品構造規格検討委員会）によるものとする。 

設計条件を十分確認の上、施工性・経済性・安全性等を考慮して採用すること。 

 

表３－７ 

設計内容確認事項 中部地区コンクリート２次製品構造規格 採択時の注意事項 

Ｃ１ 礫質土 20(2.0) 35 

Ｃ２ 砂質土 19(1.9) 30 背面盛土 

の種類 

土の単位体積重量

γ 

(kN／m3(tf／m3))

せん断 

抵抗角 

φ（°） 
Ｃ３ 

シルト粘性

土 
18(1.8) 25 

現地材料と設計重量が

合致しているか？。 

鉄筋コンクリートの単位体積重量 

Ｗ(kN／m3(tf／m3)) 
２４．５（２．５） ― 

載荷荷重 

ｑ(kN／m２(tf／m２)) 
１０（１．０） 

活荷重を考慮する場合

は、１０kN／m２の載荷

荷重を考慮すること。

土圧の計算方法 試行くさび法  

壁面摩擦角 

土と土     ：δ＝β 

土とコンクリート：δ＝２φ／３ 

ただし、β≻ φのときは、δ＝φとする。 

― 

滑動に対する安定 Ｆｓ≧１．５ ― 

転倒に対する安定 ｅ≧Ｂ／６ 
底版幅（Ｂ）の中央１／

３以内の偏心とする。

支持力に対する安定 ｑ≦ｑａ ｑａ＝ｑｕ／３ 

許容支持力(qa)は極限

支持力(qu)の１／３と

する。 

岩盤・砂礫：μ＝0.6(CBは考慮しない) 

砂質土  ：μ＝0.6(CBは考慮しない) 
基礎底面と地盤との間の摩擦係数 

（μ＝tanφＢ）と付着力（ＣＢ） 
粘性土  ：μ＝0.5(CBは考慮しない) 

― 
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図３－１４ 

 

１）プレキャストコンクリート擁壁の最大高さは、５ｍまでとする。 

２）地震の影響及び重要な箇所（家屋、鉄道、河川、大型水路等に近接する箇所）には原則として使用しない

こと。 

３）その他の荷重（水圧及び浮力、雪荷重、衝突荷重）については、「道路土工―擁壁工指針」（日本道路協会）

による。 

４）採用に当たって、製品の形状寸法、製品の運搬経路等を確認のうえ決定すること。 

 

４． 補強土擁壁 

４－１ 補強土擁壁の定義 

補強土壁は、盛土中に補強材を敷設することで垂直に近い壁面を構築する土留め構造物である。 

補強土壁の補強メカニズムは、垂直に近い壁面工に作用する土圧力に対し、盛土内に敷設した引張補強材の

引抜き抵抗力によって釣合いを保ち、土留め壁としての効果を発揮させるものであるが、補強材や壁面工の種

類によって多種の工法が提案されている。すなわち、補強材としては帯状鋼材や高分子材による格子状や面状

のジオテキスタイル、アンカープレート付棒鋼などがある。 

４－２ 補強土壁工の種類 

補強土擁壁工の種類については、代表的な補強土擁壁工の分類と特徴をまとめた表を「道路土工―擁壁工指

針」（日本道路協会H11.3）から抜粋して次表及び次図に示す。 
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表３－８ 代表的な補強土擁壁工の分類と特徴・留意点 

分 類 補強材 壁面工 特     徴 留   意   点 

帯鋼補 

強土壁 

 

注１） 

帯状鋼材 

コンクリート

パネル 

 

（分割型） 

 帯状補強材（リブ付、平滑）の摩

擦抵抗による引抜き抵抗力で土留め

効果を発揮させる。 

 盛土材としては摩擦力が十分にとれる砂

質土系の土質材料を選定する必要がある。細

粒分を多く含む土質材料については摩擦力

を発揮させるための土質安定処理や粒度調

整などの処理が必要である。 

 補強材として鋼製の補強材を用いるため

腐食対策が必要である。 

アンカー 

補強土壁 

 

注２） 

アンカー

プレート 

付鉄筋 

コンクリート

パネル 

 

（分割型） 

 アンカー補強材の支圧抵抗による

引抜き抵抗力で土留め効果を発揮さ

せる。 

 盛土材としては支圧抵抗力を発揮できる

砂質土系や礫質土系の土質材料を選定する

必要がある。細粒分を含む土質材料において

も必要な支圧力の発揮の有無を検討して用

いることができる。 

 補強材として鋼製の補強材を用いるため

腐食対策が必要である。 

ジオテキ

スタイル 

補強土壁 

 

注３） 

注４） 

ジオテキ

スタイル 

コンクリート

パネル 

（分割型） 

コンクリート

ブロック、場

所打ちコンク

リート，鋼製

枠 

 ジオテキスタイルの摩擦抵抗によ

る引抜き抵抗力で土留め効果を発揮

させる。面状の補強材のため摩擦抵

抗力が発揮しやすく、補強材長が短

めにできる。 

 緑化対策として、ジオテキスタイ

ルをのり面で巻き込むタイプも使用

されている。 

 角張った粗粒材を多く含む盛土材の場合

は、補強材を損傷する可能性があり対策が必

要である。補強材は多くの種類がある。 

 補強土壁の変形抑制のために剛性の高い

ジオテキスタイル（ジオグリッド等）が適す

る。クリープ特性や高温環境など補強材の引

張り強度への影響などについて設計の配慮

が必要である。 

注１）（財）土木研究センター：補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工マニュアル改訂版（Ｈ２．５） 

注２）   同       ：多数アンカー式補強土壁工法設計・施工マニュアル第２版（Ｈ１０．１１） 

注３）   同       ：ジオテキスタイルを用いた補強土の設計・施工マニュアル（Ｈ５．１） 

注４）運輸省監修、鉄道総合技術研究所編集：鉄道構造物設計標準・同解説（土構造物）１９９２． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１５ 代表的な補強土壁の模式図 

 

４－３ 補強土擁壁を採用する場合の留意事項 

１）盛土材は、補強材の抵抗力が十分とれる土質材料を選定すること。 

２）補強材として鋼製補強材を用いる場合は、腐食対策を行うこと。 

３）基礎地盤が軟弱な粘土層を含む場合は、圧蜜沈下に関する検討を行うこと。 

４）壁面工の布状基礎の根入れ深さは、０．５ｍ以上とする。山岳地の施工で背後の地山の掘削を少なくする

必要がある場合は、重力式基礎とする。 
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５）車両用防護柵、遮音壁など付帯構造物を壁面工に直結させないこ。 

６）盛土体内外の排水対策を十分に行うこと。 

７）補強土擁壁の使用位置は、当該擁壁の変状が生じた場合に、道路本体機能への影響をできるだけ少なくで

きるように、盛土のり尻方向で障害物を避けられる位置とすることが望ましい。なお、やむを得ずのり方

部付近に設計・施工する場合には、路肩部での埋設物や各種防護柵及び排水工の位置を考慮する必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１６ 

 

４－４ 補強土壁の設計 

１）補強土壁の設計にあたっては、基本的には、表３－９に示すマニュアルによるものとする。 

表３－９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節 擁壁の修景 

１．一般事項 

１）擁壁は目立ちやすい構造物であるため、周辺の景観と調和し、かつ、擁壁の持つ圧迫感や冷たい印象をできる

だけ和らげるような景観上の配慮が必要である。 

２）コンクリート擁壁を用いる場合には、必要に応じて表面処理などによる修景処理が有効となる場合がある。 

３）擁壁の前面に植栽スペースを取り込んだ計画とするなど、植栽による修景もあわせて検討することがもぞまし

い。 

２． 擁壁前面（表面）処理 

１）表面処理一般 

表面処理の効果は、それを見る人(視点)と表面との距離（識別距離）や見る人の動く早さにより異なる。し

たがって、これらの要素を十分に考慮して表面処理の方法を検討する必要がある。 

２）表面処理の手法 

表面処理の選択にあたっては、擁壁の設置場所、視点の種類に留意するとともに、周辺の景観とも調和する

よう考える必要がある。表面処理の手法には、次表に示すようなものがあげられる。 

１：ｎ 
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表３－１０ コンクリートの表面処理の手法 

表面処理の手法 特         徴 

①吹付け仕上げ 
ｺﾝｸﾘｰﾄ表面にﾓﾙﾀﾙ、樹脂塗料、ｾﾗｶｯﾄ（セラミックの小破片）等を吹付けて表面を粗面又は凹凸

面とする。 

②はつり仕上げ 
コンクリート表面をチッピングすることにより表面に凹凸をつけ、その陰影によって表面の印

象を和らげる手法である。①よりきめの粗いﾃｸｽﾁｬｰが得られる。 

③洗出し仕上げ 
未硬化のｺﾝｸﾘｰﾄ表面を洗い出すことにより骨材を露出させ、骨材による凹凸のあるﾃｸｽﾁｬｰが得

られる。 

④型枠による表面仕

上げ 

①②③は、コンクリートを平滑に仕上げた後での処理である。④は、当初から型枠に凹凸を付

し、コンクリートの仕上げ面を凹凸にする方法であり①②③では得られない大きな模様の表面

処理が可能である。例えば、縦縞仕上げ、横縞仕上げ等がこれに相当し、識別効果を考えて幅

数ｃｍ～数１０ｃｍ、深さ３ｃｍ～１０ｃｍ程度の規模で縞目を入れることが多い。（浮かせ打

ち上げといわれる）また、特殊型枠を用いた変化に富んだ処理も可能である。（合成ゴム樹脂型

枠等を用い、はつり面を忠実に写し取って縞仕上げと組合せたり、石積風の壁面ﾃｸｽﾁｬｰをつく

る等） 

⑤裏面排水処理 
景観に配慮される構造物においては水抜きパイプからの湧水の垂れが縦のスリット等の工夫に

より目立たなく処理する方法もある。 

⑥伸縮目地 
施工後目地の腐食による隙間や壁面の押出しが目立つケースがあるので、景観に配慮する必要

がある場合の伸縮目地については、使用する素材の性質を十分理解して採択する必要がある。

⑦化粧目地 

コンクリートは、その施工上どうしても打ち継目が避けられないため、打ち継目には積極的に

目地を設けることになっている。建築の分野等ではこの目地を積極的に活かし見栄えよくした

化粧目地が一般化しているが、巨大な壁面に対してはこの化粧目地をうまく用いて壁面を格子

状又は横線で区画することによって単調になりがちな壁面の印象を引締めることができる。 

⑧タイル類の張り付

け 

コンクリートの表面に別の材料を張り付けることによって、その材料の素材としてのテクスチ

ャーと色彩を利用して面の印象をコントロールする方法がある、張り付ける材料には、自然石、

レンガタイル等が良く用いられるが、稀には木材等も用いられる。 
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参考資料 

１．標準設計及び各種擁壁に共通する構造細目 

１．標準設計の適用 

擁壁の設計条件が適合するものについては、設計実務の改善及び効率化を図るために優先的に標準設計を活用す

るものとする。なお、下記の標準設計の内容については、平成１２年９月に改定された「土木構造物標準設計第２

巻 手引き（擁壁類）」から抜粋したものである。 

２． 標準設計の種類と設計条件及び内容 

参表１－１ 標準設計の種類と設計条件及び内容を下表に示す。 

設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （1／13） 

（１）形式及び形状 適用できる形式及び形状は以下のとおりである。 

ブロック積（石積）擁壁 

ブロック積（石積）擁壁は、練り積構造タイプである。 

 
裏込めｺﾝｸﾘｰﾄが         裏込めｺﾝｸﾘｰﾄが 

           有る構造          無い構造(河川護岸用) 

索引記号 RM－１       索引記号 RM－２ 

 また、前面勾配は、( 1:0.3 )、( 1:0.4 )、( 1:0.5 )である。 

・適用高さ（収録高さ）：H＝１．０ｍ～５．０ｍ 

・収録図面数：２葉 

・裏込め土の種類 Ｕ１：良好な土（礫質土） Ｕ２：普通の土（砂質土） 

 

設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （２／13） 

（１）形式及び形状 適用できる形式及び形状は以下のとおりである。 

もたれ式擁壁 

もたれ式擁壁は、基礎地盤により次の２つのタイプに適用できる。 

 
a) 礫質土基礎用        b) 岩基礎用 

索引記号 RL－１        索引記号 RL－２ 

・適用高さ（収録高さ）：H＝２．０ｍ～８．０ｍ 

・収録図面数：２葉 

・基礎地盤の条件  礫質土基礎用：RL－１   岩基礎用：RL－２ 

・裏込め土の種類  C１：礫質土        C２：砂質土 
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設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （３／13） 

（１）形式及び形状 適用できる形式及び形状は以下のとおりである。 

小型重力式 

及び 

重力式擁壁 

小型重力式擁壁は高さが２．０ｍ以下で載荷重ｑ＝１０ｋN／m2 の影響を受けない歩道に面した場

所、のり尻擁壁及び境界壁等に利用し、それ以外は重力式擁壁を利用する。 また、躯体の前面勾配

は次のとおりである。 

 
・適用高さ（収録高さ）Ｈ：小型重力式擁壁 H＝1.0m～2.0、 重力式擁壁 H＝1.0ｍ～5.0ｍ 

・収録図面数：小型重力式擁壁 ２０葉、重力式擁壁   ２６葉 

・裏込め土の種類 重 力 式 C１：礫質土 C２：砂質土 C３：粘性土（但しwL<50%） 

小型重力式 C１：礫質土 C２：砂質土 

 

設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （４／13） 

（１）形式及び形

状 
適用できる形式及び形状は以下のとおりである。 

逆T型擁壁 

 部材の形状は等厚の矩形断面である。 

 底版幅Bは５０ｃｍピッチで変化させている。 

また、部材の最小厚は４０ｃｍ としている。 

 

設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （５／13） 

（１）形式及び形

状 
適用できる形式及び形状は以下のとおりである。 

L型擁壁 

 L型擁壁も逆T型と同様に、 

部材形状は等厚の矩形断面である。 

 底版幅Bは５０ｃｍピッチで変化させている。 

また、部材の最小厚は４０ｃｍとしている。          

 

前面勾配 

 1:0.0,  1:0.2,  1:0.3,  1:0.4,  1:0.5  である。 

・適用高さ（収録高さ）：H＝３．０ｍ～８．０ｍ 

・収録図面数：１３３葉 

・裏込め土の種類  C１：礫質土 

          C２：砂質土 

           C３：粘性土（但しwL<50%） 

・適用高さ（収録高さ）：H＝３．０ｍ～６．０ｍ 

・収録図面数：４５葉 

・裏込め土の種類 

         C１：礫質土 

         C２：砂質土 

         C３：粘性土（但しwL<50%）
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設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （６／13） 

各形式の収録高さ（H）の範囲は以下のとおりである。 

高さ(H:m)           2.0          4.0          6.0          8.0 

ﾌﾞﾛｯｸ積(石積) 

注) 

     

もたれ式      

小型重力式      

重力式      

逆T型      

形式 

L 型      

（２）各形式の 

収録高さ 

 

 

 

 

 

 

注）ブロック積（石積）は直高を示す。 

 

設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （７／13） 

 

 荷重条件としては、自重、載荷重、土圧を考慮し、常時と地震時（逆T型・L型）の影響を考慮した。

  材料の単位体積重量は以下のとおりである。 

 種     別 単位体積重量（ｋＮ／ｍ３）  

 無 筋 ２３  

 
コンクリート

鉄 筋 ２４．５  

（３）荷重条件 

１）自重 

 

 

 

 

 

 

２）載荷重 

 

 

 載荷重は擁壁背面の盛土水平部分にｑ＝10kN／m2 を考慮している。ただし、小型重力式擁壁は載荷

重を考慮しない場合とｑ＝3.5kN／m2（群集荷重）を考慮している場合がある。 



   

 

２－36 

 

 

設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （８／13） 

 

 土圧はすべて試行くさび法により計算した。 

  裏込め土の種類とせん断抵抗角及び単位体積重量の関係は次表のとおりである。 

 
裏込め土の種類 

標準設計での呼

称 

せん断抵抗角φ

（度） 
単位体積重量γ（kN／m3）

 

 礫質土 C1 35 20  

 砂質土 C2 30 19  

 粘性土（但しwL<50%） C3 25 18  

 

  また、壁面摩擦角（δ）は次（次表及び次図）のように算出した。 

 
 土と土 

土とコンクリー

ト 
備    考 

 

 常時 δ＝β δ＝２／３・φ β：ABと水平面のなす角（次図参照）  

 
地震時 

載荷重を含めない常時土圧を準用す

る 

δ：壁面摩擦角  

（３）荷重条件 

３）土 圧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）設計水平震度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 盛土形状は、背面における地表面が水平な場合と 

盛土勾配がある場合について考慮している。 

 なお、背面の高さ比（H0／Ｈ）は、次のとおりである。 

   H0／Ｈ………0， 0.25,  0.5,  0.75,  1.0 

(水平) 

 設計水平震度がｋh＝０．１５以下の条件に適用できる。 

 

設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （９／13） 

 

 直接基礎とした。 

 地盤の許容支持力度は、次表のとおりである。 

 形    式 許容支持力度ｑａ(kN/m2) 備     考  

 もたれ式   300    

 小型重力式、重力式 200 注)   

 逆T型、L型 300  地震時は450kN/m2  

（４）基礎地盤条件 

１）基礎形式 

２）許容支持力 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）滑動摩擦係数 

注）擁壁高さが２．５ｍ以上で、かつ、支持地盤が中位な砂質地盤（N値２０～３０） 

の場合には、擁壁高さの０．２倍以上の根入れ深さを確保することが望ましい。 

 

 滑動摩擦係数μ＝０．６である。ただし,もたれ式擁壁で岩基礎の場合はμ＝０．７、また、小

型重力式、重力式においてはμ＝０．５とμ＝０．６の両ケースに対して適用できる。 
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設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （1０／13） 

安定条件に対する許容値は次表のとおりである。 

許      容       値  
安定条件 

常      時 地  震  時 

 

 転倒に対して ∣ ｅ∣ ≦ Ｂ／６ (m) ∣ ｅ∣ ≦ Ｂ／3 (m)  

 支持に対して ｑ ≦ ｑａ (kN/m2) ｑ ≦ 1.5ｑａ (kN/m2)  

 滑動に対して Ｆs  ≧  １．５ Ｆs  ≧  １．２  

（５）安定条件 

 

（Ｂ：底版幅） 

 

設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （1１／13） 

材料規格は以下のとおりである。 

 種     別 規    格 摘    要  

σck＝１８Ｎ／ｍｍ２ 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ  ｺﾝｸﾘｰﾄの設計基準強

度 σck＝２４Ｎ／ｍｍ２ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 

 

 鉄    筋 ＳＤ３４５   

（６）材料規格 

 

 

設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （1２／13） 

材料の許容応力度はいかのとおりである。 

 許容応力度（Ｎ／ｍｍ２）  

 種      別 曲げ引張応力度 

σsa 

圧縮応力度 

σca 

せん断応力度 

τa1 注1) 

 

 無筋コンクリート 0.225 4.5 0.33  

 鉄筋コンクリート - 8 0.39  

 常時 160  - -  

 地震時 基本値 200 注2 - -  

 

鉄筋 

(SD345) 
重ね継手長の算定 200  - -  

（７）許容応力度 

 注１）コンクリートの平均せん断応力度 

 注２）標準設計では不特定の施工場所を対象とせざるを得ないため、鉄筋の引張応力度は厳しい環境

下の部材とした。 
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設計条件項目 種  類  及  び  内  容     （1３／13） 

（８）標準設計の使

用についての

留意事項 

１）「土木構造物標準設計第２巻 手引き（擁壁類）」を十分に理解し、設計条件が適合するかどうか

を確認して使用する。 

2) 標準設計を使用して、防護柵（車両用防護柵及び歩行者自転車用柵）、遮音壁等を設置する場合は、
本設計要領に基づいて設計し安全性を確認するものとする。 

3) 擁壁が高い場合（概ね、８ｍ以上）や擁壁の背面が高盛土（概ね、かさ上げ盛土高比が１以上）で
基礎地盤のすべりや圧蜜現象が考えられる場合には、基礎地盤の円弧すべりに対する安全性の確

認・検討を行わなければならない。 

4) 基礎地盤の許容支持力が、設計作用反力より小さい時は、杭基礎又は良質材料による置換基礎及び
地盤改良基礎等の設計としなければならない。 

なお、基礎地盤の許容支持力度は、当設計要領本編 Ⅱ 第２節 ２－２（２）１）によること

ができる。 

5) 滑動に対する安全率の値が所定の安全率を満足できない場合は、原則として底版を変化させ安定さ
せる。 

  但し、地形・地質及びその他の条件などの制約によりやむを得ない場合は、 

① 底版に突起を設け安定させる。 

② 基礎の根入れを深くし前面の受動土圧を考慮し安定させる。 

        ことなどを考慮することもできる。 

   なお、基礎底面と地盤との間の摩擦係数と付着力は当設計要領本編 Ⅱ 第２節 ２－２（２）

２）によることができる。 

6) 杭基礎とする場合は、当設計要領本編Ⅱ第１節１－５－２及び本設計要領題第５編橋梁によるもの
とする。 

7) かさ上げ盛土高さ比が１を超えるような場合は、当設計要領本編Ⅱ第３節３－１－３ によるもの
とする。 

8) もたれ式擁壁は、盛土部で擁壁の背面が水平な場合についての設計である。 
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３．各種擁壁に共通する構造細目 

３－１ 基礎の根入れ深さ 

擁壁の直接基礎の根いれ深さの設計は、下記の条件を基に行うこととする。 

ただし、複数の条件に該当する場合は、その大きい方の値を採用する。なお、擁壁高さが変化する場合は、

擁壁の１ブロック（連続した１つの施工延長）における最大深さ（10cm単位に切り上げる）を選定する。 

≪根入れ深さの条件≫ 

1) 擁壁の直接基礎の根いれ深さは、地表面から支持地盤までの深さとし、原則として５０ｃｍとする。（図
－１） 

2) 片持ばり式擁壁等底版を有する形式の擁壁においては、底版厚さに５０ｃｍを加えた根入れ深さとする。
（図―２） 

3) 中位の砂質地盤(N値20～30程度の支持地盤)において高さ２．５ｍ以上の重力式擁壁を設ける場合に
は、擁壁高さの０．２倍以上の十分な根入れ深さを確保することが望ましい。（図―３） 

4) 擁壁に接して水床低下や洗掘の恐れのないコンクリート水路(側溝)等を設ける場合の根入れ深さは原
則として水路底より３０ｃｍとする。（図―４） 

5) ブロック積(石積)擁壁においては、積ブロック(石)１個以上が土中に没する程度の根入れ深さを確保す
る。（図―５） 

 

 

 

 

地表面 

地表面 

50cm   支持地盤                   50cm 

支持地盤 

図―１                図―２ 

 

 

H1                       ここに H1>Ｈ２ 

地表面                       H2 

0.2・H1     伸縮目地                   地表面 

0.2・H2 

・当該擁壁の最大根入れ深さ≒0.2H1とする。  支持地盤 

図―３ 

 

 

 

ﾌﾞﾛｯｸ積(石積)擁壁 

地表面                  地表面                   

▽ 

30cm 

 

 

図―４                   図―５ 

 

参図１－１ 

 

基礎の根入れ深さはﾌﾞﾛｯｸ

1個分土中に没する程度と

する 
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３－２ 目地工、水抜工、裏込め工及び防護柵の設置などの擁壁構造細目 

（１）目地工、水抜工、裏込め工及び防護柵の設置などの擁壁構造細目は、原則として表３－２によるものとする。 

参表１－２ 

区  分 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁（逆T型、L型、U型） 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁（小型重力、重力式、もたれ式、U型） ﾌﾞﾛｯｸ積(石積)擁壁（大型ﾌﾞﾛｯｸ積擁壁含む） 

間隔 １０ｍ １０ｍ １０ｍ 基礎工１０ｍ 

構造 

ﾌﾗｯﾄ型で、目地材は厚２ｃｍを標準とする。な

お、目地材は、瀝青質板・瀝青繊維質板又はこ

れと同等品以上の材料を用いるものとし、全断

面に施工するものとする 

板厚 18mm 以上の杉板又はこれと同等品以上で全断面に

施工するものとする。なお、河川等の流水の影響のある

箇所は、樹脂発泡体の伸縮目地とする。 

厚さ120mm以上の杉板又はこれと同等品以上

の材料で全断面に施工する。ただし河川護岸

にあっては「特仕」によるものとする。ﾌﾞﾛｯ

ｸ積基礎の伸縮目地はﾌﾞﾛｯｸ積(石積)擁壁の

伸縮目地に合わせて設けるものとする。 

表示方法 擁壁の伸縮目地の表示は、擁壁の断面間設計長さ（又は伸縮目地間長さ）に含めて表示する。   標準図－1 

伸縮目地 

標準図 標準図―2 標準図―４  

間隔 １０ｍ ５ｍ ― 

構造 深さ3cm程度のＶ型溝を表側に設置 幅120mm程度の杉板を表裏に設置  

標準図 標準図―３ 標準図―５  
収縮目地 

誘発目地 標準図―６ ― ― 

伸縮・収縮目地の設置方向 垂 直 鉛 直 鉛 直 

 － 

もたれ式擁壁についてのみ規定する。 

直高２．５ｍ間隔を標準とし、１ﾌﾞﾛｯｸ（伸縮目地間隔毎）

擁壁平均高さ３ｍ以下の場合は原則として設置しない。

－ 

目
地
工 

水平打継目 

標準図 ― 標準図―７ ― 

基本 ＶＰφ１００ １箇所／１０ｍ２ ＶＰφ１００ １箇所／１０ｍ２ ＶＰφ５０ １箇所／３ｍ２ 

構造 

・水抜きパイプは、１０％程度の排水勾配を付す。水抜きパイプの配置において、最下段の水抜きパイプは擁壁前面の計画埋め戻し高さより20cm程度上

方に設置する。擁壁前 

面に側溝がある場合、特段の支障がないときは側溝蓋の下方に設置してもよいこととする。 

・水抜きパイプ設置箇所の裏込め部には、吸出し防止材（300×30×L）を設置する。 

水抜工 

標準図 標準図―１３ 標準図―１０，１１，１２ 標準図―９ 
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区  分 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁（逆T型、L型、U型） 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁（小型重力、重力式、もたれ式、U型） ﾌﾞﾛｯｸ積(石積)擁壁（大型ﾌﾞﾛｯｸ積擁壁含む） 

構造 
各種の擁壁工の裏込め材は、再生クラッシャーラン（砕石ＲＣ－４０）又は、割りぐり石の使用を原則とする。ただし、擁壁の背面盛土及び地山が砂質

土等で透水性の良い場合は、裏込め材を透水材に変えても良いこととする。なお、透水材の設置方法は、水抜工の構造・標準図を参照すること。 
裏込め工 

標準図 標準図―１３ 標準図―１０，１１，１２ 標準図―９ 

止水板 構造 
擁壁の景観への配慮及び擁壁前面の施設（Ｕ型擁壁の道路、隣接家屋等への配慮等）の利用に係るな

ど、擁壁の伸縮目地工に止水板を設置する場合は、標準図を参照すること。 ― 

 標準図 標準図―８ ― 

構造 

・各種擁壁の天端に車両用防護柵を設ける場合は、各種擁壁の天端に車両用防護柵（ガードレール等）を設ける場合は、車両用防護柵（ガードレール等）

の支柱の埋め込み深さを４０ｃｍ以上とし、補強筋を配置することを原則とする。なお、各種擁壁の天端に歩行者自転車用柵を設ける場合は、標準図―

１５による。 防護柵設置 

標準図 標準図―１４，１５ 

基礎工 
根入れ 

深さ 

平地、丘陵地に設置する擁壁の基礎の根入れ深さは、原則として埋め戻し計画地表面からとする。詳細は、「本要領 第２節標準設計及び構造細目(共通

項目)」によるものとする。なお、山岳地等に設置するもたれ式擁壁の基礎の根入れは、原則として 標準図―１６，１７ によるものとする。 
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標準図－1 伸縮目地工の表示標準図 

擁壁の伸縮目地の表示は、擁壁の断面間設計長さ 

（又は伸縮目地間長さ）に含めて表示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準図－4 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁伸縮目地の標準構造図  

 

1200                    

600            ｄ：擁壁（天端）幅  

目地材     Ｈ：擁壁高さ    

0.5d                    

0.5d                      ｄ 

 

VPφ30×ℓ 600      SD345  D25×1200  ctc 500   

 

 

 

Ｈ                  ＠500   

 

 

 

標準図―2 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁伸縮目地の標準構造図 

 

目地板：ｔ＝２０瀝青質板・瀝青繊維質板又はこれと

同等品以上の材料 

標準図―３ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁収縮目地の標準構造図 

 

・Ｖ型の深さは、擁壁の規模に応じ5cm程度まで大きくす

ることができる。 

 

凡例 

Ｌ ：擁壁の全長（伸縮目地厚さを含む擁壁の全長） 

Ｌｎ：伸縮目地間隔（伸縮目地厚さを含む伸縮目地間隔）

ℓ ｎ：伸縮目地厚さ 

標準図－５ 無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁収縮目地の標準構造図 

 

ｽﾋﾟｯﾌﾟﾊﾞ （ーφ16×1200  CtC500 SR235）については、

詳細設計及び施工現場の鉄筋の使用状況などから、D16

＊1200  C tＣ 500  SD345 とすることができるものと

する。なお、この場合には設計図に明示すること。 

標準図―６ 誘発目地の標準構造 
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(500) 

ｽﾘｯﾌﾟ 
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標準図―７ 水平打ち継目標準構造図 

 

 水平打継目の構造は、鍵型として表・裏をそれぞれ１０ｃｍ（かぶ

り及び間隔）程度の位置に異形鉄筋（ＳＤ345  D16×1000）を５０ｃ

ｍ間隔に配筋するものとする。 

標準図―８ 擁壁（鉄筋、無筋）に設置する止水板標準構造図

 

標準図―９ ブロック積（石積）擁壁の水抜工・裏込め工標準構造図 

 

標準図―１０ 小型重力式・重力式擁壁の水抜工・裏込め工標準構造図 
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標準図―１１ 

もたれ式擁壁の水抜工・裏込め工標準構造図 

 

標準図―１２ 

もたれ式擁壁の水抜工・裏込め工標準構造図 

標準図―１３ 

逆Ｔ型・Ｌ型擁壁の水抜工・裏込め工標準構造図 

 

標準図―１４ 

車両用防護柵を設ける場合の補強

標準構造図 
標準図―１５  

歩行者・自転車用防護柵を設ける場合の補強標準構造図 
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標準図―１６ 

もたれ式擁壁の基礎工根入れ深さ（支持地盤が岩（岩基礎）の場合） 

 
 

余裕幅 b  (m) 

H (m) 軟岩（Ⅰ）以上 

Ｈ ≦ ５ ０．６Ｗ以上 

Ｈ ≻  ５ １．０Ｗ以上 

ｎ：数量算出要領による 

Ｃ：数量算出要領による 

 

標準図―１７ 

もたれ式擁壁の基礎工根入れ深さ（支持地盤が土砂（土砂基礎）の場合） 

 

余裕幅 b  (m) 

H (m) 軟岩（Ⅰ）以上 

Ｈ ≦ ５ １．０Ｗ以上 

Ｈ ≻  ５ １．２Ｗ以上 

Ｈ１＝０．１Ｈ＋０．３ （ｍ） 

Ｂ１＝０．１Ｈ＋０．２ （ｍ） 

ｎ：数量算出要領による 

Ｃ：数量算出要領による 

 

 




